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国際基督教大学人権侵害防止対策規程 

制定 2005年（平成17年）5月19日ICU規第05-16号 

改正 2008年（平成20年）2月28日ICU規第07-18号 

2011年（平成23年）6月15日ICU規第11-9号 

2015年（平成27年）9月3日ICU規第15-13号 

2022年（令和4年）12月15日ICU規第22-19号 

2023年（令和5年）3月16日ICU規第22-48号 

第1章  総則 

（目的） 

第1条 この規程は，国際基督教大学における人権侵害（以下「人権侵害」という。）の防止のための

学内体制を整備することにより，人権侵害のない良好な修学・教育・研究・職場環境を保障し，維

持することを目的とする。 

（定義） 

第2条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 人権侵害

性，人種，国籍，年齢，セクシュアリティ，障がいの有無などに基づく差別的な言動や取扱い，

ハラスメント等により，相手の人格権その他の人権を侵害することをいう。

⑵セクシュアル・ハラスメント

相手に対する性的な言動により，相手に身体的・精神的な苦痛を与えること又は相手の教育・研

究・就業環境を害することをいう。性別により役割を分担すべきであるとの意識に基づく言動も

該当する。

⑶ パワー・ハラスメント

職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって，業務上必要かつ相当な範囲を超

え，相手に身体的・精神的苦痛を与えること又は相手の就業環境を害することをいう。性的指

向・性自認に関するハラスメントや，これらを本人の意向に反して暴露するアウティング行為も

該当する。 

⑷ アカデミック・ハラスメント

教育・研究上の場で行われる優越的な関係を背景とした言動であって，教育・研究上必要かつ相

当な範囲を超え，相手に身体的・精神的苦痛を与えること又は相手の教育・研究環境を害するこ

とをいう。 

⑸ 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント

妊娠・出産及び育児・介護に関する制度や措置の利用を阻害する言動を行い，相手に身体的・精

神的な苦痛を与えること又は相手の就業環境を害することをいう。 

⑹ 学生等

本学の学部及び大学院の学生，研究生，科目等履修生，聴講生等，本学において修学するすべて

の者をいう。 

⑺ 教職員等

本学の教員，事務職員，非常勤講師，研究員，ティーチングアシスタント，研究所助手，嘱託職

員，非常勤職員，若しくは委託契約職員又は本学に派遣される派遺労働者その他の本学で就労す

るすべての者をいう。 

⑻ 構成員
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学生等及び教職員等をいう。 

⑼ 関係者 

学生等の保証人等，関係業者，その他本学が関係する諸活動（教育・研究・就労・サークル活動

等）と関係を有する者をいう（ただし，構成員を除く）。 

⑽ 関係部局 

構成員が所属又は関係する本学の学部，大学院研究科，研究所，事務局その他の部局をいう。 

（適用範囲） 

第3条 この規程は，構成員相互間による人権侵害に適用し，学内・学外，授業中・外，勤務時間内・

外等，時間及び場所を問わない。 

2 構成員と関係者との間で，本学の教育・研究・職務に関連して人権侵害が起きた場合は，本規程を

準用し，解決のために適切な措置を講じる。 

（大学等の責務） 

第4条 大学は，構成員に対し，人権侵害防止のため啓発指導を行い，人権侵害のない修学・教育・研

究・職場環境を確保し，人権侵害が生じたときには，迅速適正に対応しなければならない。 

2 構成員は，本学において，あらゆる不当な差別やハラスメントが許されないことを正しく認識して

相互に人権を尊重し，人権侵害の防止に努めなければならない。特に，教育・研究及び大学運営に

おいて地位や権限及び影響力を有する者は，優越的な地位や権限及び影響力を利用して，人権侵害

を起こしてはならない。 

 

第2章  人権相談 

（人権相談員） 

第5条 構成員からの人権侵害に関する相談に応じるため，人権相談員を配置する。 

（組織） 

第6条 人権相談員は，次の者をもって充てる。但し，日本人及び外国人が含まれるものとし，全員が

同性とならないようにしなければならない。 

⑴ 大学教員から3名以上 

⑵ 大学職員から3名以上 

⑶ 学校法人内における大学教職員以外の人権相談員 

⑷ その他専門的な資格，経験等を有する者から1名以上。但し，常任とせず，人権相談員連絡会が

必要と判断した場合に，学長が2年間以内の任期を定めて任命する。 

2 人権相談員の任命は次のとおり行う。 

⑴ 前項⑴及び⑵の人権相談員は，学長が任命する。 

⑵ 前項⑶の人権相談員は，事務局長からの報告を踏まえ，学長が確認する。 

3 第1項⑴及び⑵の人権相談員の任期は，2年間とし，再任を妨げない。 

4 人権相談員の互選により，人権相談員代表を置く。人権相談員代表は，相談員間の連絡，調整，そ

の他人権相談の円滑な実施について必要な措置を行う。 

5 人権相談員に人権相談員手当を支給する。 

（相談の申込み） 

第7条 構成員及び関係者は，人権相談員に人権相談を申し込むことができる。 

2 人権相談は，被害者本人からのほか，被害者以外の者からも申し込むことができる。 

（人権相談員の職務） 

第8条 人権相談員は，人権侵害に関し，構成員及び関係者からの相談を受ける。 

2 人権相談員は，相談者に対し，問題解決のために取り得る方法について説明し，必要な支援を行
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う。ただし他の者からの事情聴取を行うことはできない。 

3 人権相談員は，相談者の被害申立のほか相談者の意向を人権委員会に取り次ぎ，問題解決手続が終

了するまで相談者の支援を行う。 

4 人権相談員は，相談を受けるにあたり，相談者の精神的ケアに意を尽くして相談にあたるものと

し，二次被害等が発生しないように充分に配慮するものとする。 

5 人権相談員は，人権侵害がなされ，又はそのおそれがあると思われる場合には，人権委員会に申し

出て，その防止及び除去のために必要な措置をとるよう求めることができる。 

6 構成員が人権侵害の相談を受けた場合には，人権相談員に連絡して，相談を引き継ぐ。 

（人権相談員連絡会） 

第9条 人権相談員相互の連絡，調整のため人権相談員連絡会を置く。 

2 人権相談員連絡会は次の各号に掲げる職務を行う。 

⑴ 人権相談員相互の連絡，調整 

⑵ 人権相談員の研修等相談を実施するために必要な措置の実施 

⑶ 人権相談マニユアルの作成 

⑷ 第6条第1項（4）の専門人権相談員の要否の決定 

3 人権相談員連絡会は，人権相談員代表が招集し，議長となる。 

 

第3章  人権委員会 

（設置） 

第10条 学長の下に，人権侵害の防止・対策のために人権委員会を置く。 

（組織） 

第11条 人権委員会は，次の者をもって組織する。但し，全員が同性とならないように努める。 

⑴ 学務副学長 

⑵ 学生部長 

⑶ 事務局長 

⑷ 人権相談員代表 

⑸ 必要に応じて， 委員長が指名する者 

2 人権委員の任期は，前項各号の職務にある間とする。 

3 人権委員会の委員長は，学務副学長とする。 

4 学長は，弁護士に人権委員会のアドバイザーの職務を委嘱する。 

5 人権委員会は委員長が招集し，議長となる。 

6 委員長は，必要があるときは，委員以外の者の出席を求めることができる。 

7 人権委員会の事務は，人事・財務部長が総括する。 

（職務） 

第12条 人権委員会は，次の各号に掲げる職務を行う。 

⑴ 人権侵害の防止及び除去に関する基本方針及びガイドラインの策定 

⑵ 人権侵害に関する学内の現状把握，予防体制の周知徹底，調査，研究，研修，啓発及び教育 

⑶ 第4章に規定する人権侵害に関する被害申立その他の問題解決手続の遂行 

⑷ 第8条第5項に規定する人権相談員からの申し出による人権侵害の防止及び除去のために必要な

措置 

⑸ 第15条に規定する被害申立に関する人権侵害の防止及び除去のために必要な措置 

⑹ 本規程に関する規則の制定 

⑺ 前各号に定めるものの他，人権侵害の防止及び除去のために必要な措置 
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第4章  問題解決手続 

第1節 総則 

（被害申立） 

第13条 人権侵害の被害を受けた構成員が被害回復を求めるときは，相談員を通じて，人権委員会に

対し，書面により，本章第2節以下に定める問題解決手続を選択して被害申立をすることができる。 

2 人権委員会は，被害申立ての内容その他の理由により被害申立を受理しないことができる。 

3 人権委員会は，前項によって不受理とした場合は，被害申立人にその理由を通知しなければならな

い。 

（人権委員会による事前調査） 

第14条 人権委員会は，被害申立がなされたとき，被害申立内容を確認するために必要な場合は，事

前調査委員2名を選任し，被害申立人，被害申立の相手方とされた者（以下「相手方」という。），並

びにその他の者に対し，聴き取り等の事前調査をすることができる。 

2 人権委員会は，被害申立人に対し，事前調査の結果，問題解決のために必要と認めた場合には，被

害申立人が選択した問題解決手続以外の手続の提案やその他解決に向けた助言・調整をすることが

できる。 

（緊急措置） 

第15条 人権委員会は，問題解決手続において，被害申立人の人権が侵害され又は侵害されるおそれ

があると認められる場合には，構成員，関係者又は関係部局等に対し，その防止及び除去のために

必要な措置をとることができる。 

2 人権委員会は，前項の措置をとるために必要な場合には，学長その他権限を有する者に必要な措置

をとるよう勧告することができる。 

（問題解決手続の終了） 

第16条 人権委員会は，問題解決手続中であっても，手続を継続することが適切ではない場合には，

問題解決手続を担当する委員の申出により，当該問題解決手続を中断または終了することができ

る。 

2 人権委員会は，前項によって手続を中断または終了する場合は，被害申立人にその理由を通知しな

ければならない。 

（被害申立の取下げ） 

第17条 被害申立人は，問題解決手続が終了するまで，被害申立を取下げることができる。 

2 被害申立人は，選択した問題解決手続で問題解決ができないときは，被害申立を取り下げて他の問

題解決手続を選択して被害申立をすることができる。 

（付添人の同席） 

第18条 被害申立人及び相手方は，人権委員会の事前調査及び調停・調査手続において，当該委員会

の許可を得た上で，付添人として2人までを同席させることができる。ただし付添人は当該委員会の

許可なしに発言することはできない。 

2 付添人は，当該手続における秘密の遵守を誓約しなければならない。 

（苦情申立て及び異議申立て） 

第19条 被害申立人及び相手方は，人権委員会に対し，第4章の通知，調整，調停，調査各手続につい

て苦情申立て及び人権委員会の事実調査結果に対する異議申立てをすることができる。 

2 前項の苦情申立ては，対象となる行為がなされたことを知ってから7日以内に，異議申立ては，事

実調査の結果通知を知ってから14日以内に書面で行わなければならない。 

3 人権委員会は，前項の苦情申立て及び異議申立てに対し，速やかに回答しなければならない。 
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4 前項の回答の審議には，当該手続に関与した人権委員は加わることはできない。 

5 第3項の回答には苦情及び異議の申立てはできない。 

第2節 通知 

（意義） 

第20条 人権委員会は，被害申立人からの申立により，相手方に対し，人権侵害の申立があったこと

を知らせ，相手方に対し注意を喚起する。 

（通知の方法） 

第21条 通知は，人権委員会から，書面の交付その他適切と認められる方法で行う。 

2 通知は，被害申立人の希望により，被害申立人が特定されないよう被害申立人を匿名としてできる

ものとし，通知内容においても，被害申立人の安全とプライバシーの保護のために最大限の配慮を

行う。 

3 通知担当の人権委員は，通知の経緯，結果について速やかに人権委員会に報告する。 

4 人権委員会は，通知の内容，結果について，必要な範囲で，被害申立人及び相手方に通知する。 

（相手方の異議等） 

第22条 前条による通知を受けた相手方は，通知の内容に異議等の意見を述べることができる。 

2 人権委員会は前項の意見を記録にとどめる。 

（通知の終了） 

第23条 通知を実施することが困難な場合には，通知担当の人権委員は，人権委員会に対し，第16条

による中断または終了を求めることができる。 

第3節 調整 

（意義） 

第24条 人権委員会は，被害申立人からの申立により，被害申立人と相手方の調整を行う。 

2 人権委員会は，調整担当委員として人権委員から1名と人権委員からまたは学内の教職員からの1名

を選任する。ただし，人権委員会が必要と認めた場合は，調整担当委員2名のうち1名を弁護士等の

学外の専門家に代えることができる。 

（調整の方法） 

第25条 調整は，被害申立人，相手方，並びにその他の者から事情を聴取し，必要により，関係部局

等の長等（以下「関係部局の長」という。）の協力を求め，柔軟かつ迅速に問題解決をはかるため，

当事者に対し修学上，就労上の措置，配慮を行う。 

2 調整担当の人権委員は，緊急措置をとる必要がある場合には，人権委員会に対し，第15条による防

止及び除去のための措置を求めることができる。 

3 調整担当の人権委員は，調整の経緯，結果について，速やかに人権委員会に報告する。 

4 人権委員会は，調整の内容，結果について，必要な範囲で，被害申立人及び相手方に伝える。 

（必要な措置） 

第26条 関係部局の長は，調整担当の人権委員から協力を求められたときは，問題解決のために必要

な措置をとるよう努める。 

（勧告） 

第27条 人権委員会は必要な場合，大学もしくは関係部局に対し，問題解決のための措置を勧告する

ことができる。 

（調整の終了） 

第28条 調整担当の人権委員は，調整により問題が解決できないと判断した場合その他調整の継続が

困難な場合には，人権委員会に対し，第16条による中断または終了を求めることができる。 

2 前項の場合，人権委員会は，その理由を申立人に伝える。 
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第4節 調査 

（人権調査委員会） 

第29条 人権委員会は，人権侵害に関する事実調査を行うために必要があるときは，人権調査委員会

を設置する。 

（組織） 

第30条 人権委員会は，人権調査委員として，人権委員会から1名，学内の教職員から2名を選任す

る。 

2 人権委員会は，必要により，前項の委員以外に弁護士等の学外の専門家を委員に選任することがで

きる。 

3 人権調査委員の選任に当たっては，性別を考慮する。 

4 人権調査委員の氏名は非公開とする。 

（任務） 

第31条 人権調査委員会は，必要に応じて，当事者及びその他の者からの事情聴取等の事実調査をす

る。 

2 人権調査委員会は，緊急措置をとる必要がある場合には，人権委員会に対し，第15条による防止及

び除去のための措置を求めることができる。 

3 人権調査委員会は，事実調査に関し，必要な措置をとることが必要なときは，人権委員会に申し出

ることができる。 

4 人権調査委員会は設置後3か月以内に調査を終了するよう努め，調査結果を調査報告書にまとめた

上で，人権委員会に報告する。 

5 人権調査委員会は前項の期間内に調査が終了しないと見込まれるときは，人権委員会に延長期間に

ついて了承を得るとともに，被害申立人にその理由を通知する。 

（事実調査） 

第32条 人権調査委員会は，相手方に対し，被害申立の概要を通知した上で，事情聴取をする。 

2 事情聴取を求められた相手方，教職員等及び学生等は，正当な理由がない限り，これに応じなけれ

ばならない。 

3 人権委員会は，学長に対し，正当な理由なくして事実調査に応じない相手方，教職員等に対して，

職務命令を含め，事実調査に応じるための必要な措置を求めることができる。 

4 人権調査委員会は，被害申立人及び相手方に対し，事実調査の進行に妨げとならない場合に限り，

事情聴取の内容，提出された書類，事実調査の内容を明らかにすることができる。 

5 人権委員会は，学長に対し，事実調査において，虚偽の事実を述べ，もしくは虚偽の資料の提出や

資料の破棄等の妨害行為をした者に対して，懲戒処分を含め，必要な措置を勧告することができ

る。 

6 調査委員会は，調査の継続が困難な場合には，人権委員会に対し，第16条による中断または中止を

求めることができる。 

7 前項の場合，人権委員会は被害申立人にその理由を伝える。 

（人権委員会の措置） 

第33条 人権委員会は，人権調査委員会の報告を受けて，速やかに事実調査結果並びに必要な措置及

び勧告をまとめて学長に報告する。ただし人権委員会は人権調査委員会の報告を受けて，なお問題

解決の可能性があるときは，調整手続を開始することができる。 

2 人権委員会は，事実調査結果と必要な措置について，必要と認められる範囲で，被害申立人及び相

手方に通知する。 
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第5章  関与した者の義務 

（秘密の漏洩禁止，プライバシーの保護） 

第34条 本規程の人権侵害に関わる人権相談その他の手続に関与した人権相談員，人権委員，人権調

査委員，その他の者は，その職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

2 前項に掲記した者は，相談者，被害申立人，相手方等，その他本規程に基づく手続に関与した者の

プライバシーを保護するよう配慮しなければならない。 

3 本規程に基づく人権相談又は問題解決手続きに関わる相談者，被害申立人，相手方，その他の者

は，人権相談や問題解決手続きに関して知った事実を正当な理由なく漏洩してはならない。 

4 人権相談及び問題解決手続の過程で作成した一切の記録及び収集した証拠及び証言は，非公開とす

る。 

（不利益取扱いの禁止） 

第35条 本学は，構成員又は関係者が，人権相談をしたこと，被害申立てをしたこと，事実関係の確

認に協力したこと，その他本規程に定める手続に関与したことを理由として不利益な取り扱いを行

わない。 

2 構成員は，本規程に基づく人権相談又は問題解決手続きに関わる相談者，被害申立人，相手方，そ

の他の者に対し，誹謗中傷，教育・修学・業務の妨害，報復，その他の不利益な取り扱いを行って

はならない。 

（違反に対する措置） 

第36条 第34条第1項ないし第3項及び前条第2項に違反する行為がなされたときは，人権委員会は，そ

の行為を止めさせるために必要な措置をとることができる。 

2 人権委員会は，前項の措置として，学長に対して懲戒処分を含め，必要な措置を勧告することがで

きる。 

 

第6章  雑則 

（運用） 

第37条 この規程の運用について疑義が生じた場合は，人権委員会において決定する。 

（規程の改廃） 

第38条 この規程の改廃は，幹部会の議を経て行う。 

 

 

付 則 

1 この規程は，2005年（平成17年）6月1日から施行する。 

2 この規程の施行に伴い，国際基督教大学人権侵害及びセクシュアル・ハラスメント防止対策組織・

人事規程（2001年（平成13年）2月22日ICU決第147号）は廃止する。 

付 則 

この規程は，2008年（平成20年）4月1日から施行する。 

付 則 

この規程は，2011年（平成23年）6月15日から施行する。 

付 則 

この規程は，2015年（平成27年）9月4日から施行する。 

付 則 

この規程は，2022年（令和4年）12月15日から施行し，2022年（令和4年）12月1日から適用する。 
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付 則 

この規程は，2023年（令和5年）4月1日から施行する。 




